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論 文 内 容 の 要 旨 
物流2法（1990年）の施行によって経済的規制が大幅に緩和されたわが国の道路貨物輸送産業(営業トラッ
ク)に関して、運送事業者と荷主に対してもたらされた経済的効果を生産性や余剰概念を通じて考察し、規制緩
和の社会的含意について分析するというのが申請者による本論文の目的とされている。本論文は大きく次の３
つ部分から構成され、それぞれ申請者の分析・主張がなされている。 
第一は、運送事業者の長期でみた生産性に関する点である。申請者は、(1)計量的手法により全要素生産性
(TFP：Total Factor Productivity)の向上を指摘し、それには道路整備一般が大きく寄与していること。(2)
また価額タームでの生産性である全価額生産性(TPP：Total Price Performance)も併せて計測することにより、
TFP向上による便益の帰着先を考察し、運送事業者は規制緩和前から、TFPを向上させてきたにもかかわらず、
その向上分の多くは競争的市場を通じて荷主にもたらされ、事業者の収益性はそれほど改善されなかったこと。
以上(1)(2)の点を明らかにしたと主張している。  
 第二に、計量経済学的モデル分析を用いて、規制緩和が運送事業者にもたらした主な影響として、(1)参入の
規制緩和によって事業者数が増大し、事業者間競争はさらに激しいものとなっこと。(2) 規制緩和後の道路貨
物輸送産業には若干の規模の経済性が生じており、大規模事業者は規制緩和によって競争激化の影響を受ける
ものの、同時により広範囲での荷主・貨物の獲得可能性、車両・運転手等の経営資源の効率的な利用可能性を
得ることが出来、その結果、積載効率の向上を通じて、大規模事業者におけるコスト優位性が顕著になったこ
とを示したと主張する。 
 第三に、規制緩和による荷主(消費者)厚生改善効果を評価するためのモデルを構築して、(1)規制緩和による
荷主余剰の増大額がGDPに占める割合が、規制緩和後10年間の平均で約0.08％(90年価格で年間約3、570億
円)と推計する。(2)しかしこの値は、米国道路貨物輸送産業の規制緩和に対する研究の値と比較すると、半分
にも満たず、わが国における荷主厚生改善効果はそれほど大きくなかったこと。(3)その要因として、わが国の
道路貨物輸送市場が規制緩和前から競争的であったために、市場を通じての運賃面での規制緩和のインパクト
はそれほど大きくなかったこと。以上の点を諸分析の結果から主張し、規制緩和の評価をおこなっている。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の要 旨 
  本論文の構成と帰結 
 (1)経済成長と物資輸送の関係、近年の道路貨物輸送産業の構造に関する分析が行われた。経済成長に比して
物量は相対的に減少してきたが、価値額でみると道路貨物輸送産業の位置は低下していないことを豊富な公的
データに基づき示した。 
 (2)生産性分析で広く使われてきた全要素生産性（TFP）に加え、価額タームでの全価額生産性(TPP)も併せて
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計測することによって、道路輸送産業では長期にTFPの向上にもかかわらず、成果は荷主にもたらされ、運輸
事業者の収益性はそれほど改善されなかったことを実証的に示した。 
 (3)経済的規制の根拠に関する先行研究の丹念なレビューを通じ、市場の失敗要因である自然独占性と情報の
非対称性については、わが国の道路貨物輸送産業ではほとんど該当しないこと、また米国での運賃低下による
荷主厚生の改善等が示した。 
 (4)規制緩和後の同産業における規模の経済性の測定を試み、大規模事業者においては規制緩和後に、弾力的
な集荷・配車活動が可能となり、積載効率の向上を通じての規模の経済性を実現できるようになったことを示
した。 
(5)規制緩和による荷主(消費者)厚生改善効果を評価するモデルを構築し、運賃関数と需要関数を時系列デ
ータを用いて同時推計する。規制緩和後の各年について、規制緩和無と想定した場合の荷主余剰額との差額を
算出し、余剰増大額がGDPに占める割合は平均約0.08％(90年価格で年間約3、570億円)であると推計する。
本研究の値は米国の比率の半分にも満たず、わが国における荷主厚生改善効果はそれほど大きくないと評価す
る。 
 論文の評価 
本論文のポジティブな面は、まず先行研究を丹念にサーベーするとともに、オーソドックスなミクロ経済理
論・計量経済学的手法に基づいて、多数にのぼる丁寧に収集されたデータに加工・分析を加え、交通経済学上
有用な帰結を導出している点にある。①とくに、わが国運輸業においていち早く規制緩和をおこなった道路貨
物輸送部門における規制緩和の経済的効果を初めて定量的に求めた成果は大きい。②またわが国の道路貨物輸
送部門で、全要素生産性（TFP）・全価額生産性（TPP）を求め、それらの値・関係を明らかにするとともに、規
制緩和が生産性向上に与える影響は、ネットワークの経済性が発揮しやすい大規模事業者においてより大であ
ることを示した。③さらに同産業の分析において、運送事業者の利潤最大化行動から運賃を走行キロ、平均積
載率、単位費用などの観察（入手）可能なデータと結びつけるとともに、マクロ変数であるGDPと規制緩和ダ
ミーも巧みに加えることで、道路貨物輸送産業に関する統計的に有意かつすべての変数が符号条件を満たす需
要価格関数（運賃関数）の推計に至る。同関数で、単位費用増加とGDP成長が運賃を引き上げ、規制緩和ダミ
ーと平均積載率向上が運賃を引き下げる働きを、そして規制緩和が運賃水準を引き下げ、多頻度・少量輸送（JIT）
による付加価値の増大が運賃水準を引き上げる方向に働くことを経済学的意味をともなって示すことができた。
④さらに求められた運賃を用いて、２段階最小二乗法を用いて道路貨物輸送産業の需要関数を推計して、規制
緩和の有無（ダミー）に対応した需要量を求め、規制緩和の経済効果（消費者余剰）を推計する。これら①か
ら④のプロセスは、一体として道路貨物輸送産業における構造分析と規制緩和効果の分析を示すものとして評
価できる。 
本論文の今後の課題としては、次の点が考えられる。 
計量的分析で用いた道路貨物輸送産業の一部のデータが、運輸省収集になるものとはいえ、サンプル比率・
費用構成等に関して若干問題をもつ。他のデータも用いて、論文の帰結を補完し強固にする努力が必要である
ように思われるが、今後の課題であろう。 また本論文における計量分析では、分析課題の設定上、時系列モ
デルが主となったので、検定方法に関する最近の計量経済学手法の展開へのキャッチアップ面で若干不十分な
点があったようにも思われる。今後とも課題とする運送産業の分析において申請者の計量経済学手法面での充
実が望まれる。  
審査の結論 
上記３名の審査委員による審査結果を集約して、本論文は課程博士の学位授与に値する優れた論文であると
判断する。 
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